
◆労働行政職員基礎研修 （ 1 , 2 4 2 人 ※１ ）
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第３章 人権に関わりの深い特定の職業に従事する者に対する研修等

１ 研修

⑼ 労働行政関係職員

厚生労働省では、職員の職位に応じて行われる中央研修及び都道府県労働局の新規採用職員を対象とする

中央研修において、部落差別（同和問題）等を中心とする人権の講義を実施している。

令和５年度は、2,179人が受講した。

◆公共職業安定所係長・上席職業指導官研修 （ 2 4 6 人 ※１ ）

◆公共職業安定所課長・統括研修 （ 4 0 3 人 ※１ ）

対象者：新任の公共職業安定所課長・統括

研修内容：課長・統括としての役割等や、職員を適切に管理

監督・指導するために必要な知識及び技術を修得させる研修

講師※２：担当補佐

実施頻度：毎年度４～７月（６回）

対象者：新任の公共職業安定所係長・上席職業指導官

研修内容：係長・上席としての役割等や、上司・部下等と適切な関係を築き

つつ、担当業務を円滑かつ適切に運営していくために必要な知識、技能及び

態度を修得させる研修

講師※２：担当補佐

実施頻度：毎年度７～12月（５回）

対象者：新規採用職員

研修内容：労働行政の意義に関する理解や、業務の遂行

に必要な基礎知識・技術、研鑽に取り組む姿勢を身に

つけさせる研修

講師※２：担当補佐

実施頻度：毎年度４、10月（３回）

※１ 令和５年度の受講者数。 ※２ 人権の講義に係る担当講師。

⇒ 以下の各研修の１カリキュラムとして、同和問題を中心とした人権について、職員が正しい理解と認識を深めるための講義を実施。

◆公共職業安定所長研修 （ 1 5 1 人 ※１）

対象者：新任の公共職業安定所長

研修内容：公共職業安定所の最高責任者としての役割

及び使命の自覚を促すとともに、業務の推進、職員

の指揮をはじめとする安定所のマネジメントに必要

な知識、技術及び態度を修得させる研修

講師※２：担当室長

実施頻度：毎年度４～６月（１回）

◆事業主指導専門研修（ 1 3 7 人 ※１ ）

対象者：行政歴が概ね15～25年の者で高齢者・障害者

雇用等に係る事業主指導を担当する雇用指導官等

研修内容：事業主指導を円滑に遂行する上で必要とされる

労務管理等に関する知識及び技術を修得させる研修

講師※２：担当補佐

実施頻度：毎年度７、９、10月（３回）
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